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１．釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業について 

 

（１）整備の目的 

 

釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業は、障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」

を見据え、障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、障がい者の生

活を地域全体で支える仕組みの整備を図ることを目的としています。 

 

 

（２）「居住支援機能」と５つの「地域支援機能」 

 

北海道では、地域生活支援拠点等は「居住支援機能」と５つの「地域支援機能」を整

備することとされています。 

釧路市は、既存の地域資源を有機的につなぎ合わせて整備（面的整備）を行います。 

 

●居住支援機能 

内容 

共同生活援助の空き室情報等及び一般住宅への入居支援に係る地域資源を活用した

住まいの場の提供。 

 

●５つの地域支援機能 

機能 内容 

① 相談支援機能 

釧路市障がい者基幹相談支援センター、委託相談支

援事業所、特定相談支援及び一般相談支援を行う事

業所が連携し、安全・安心な地域生活の構築及び緊

急時の受け入れ・対応方法の検討を行う機能。 

② 体験の機会・場の提供 

地域移行の推進や親元からの自立にあたって、障害

福祉サービス（共同生活援助等）の体験利用の機会・

場を提供する機能。 

③ 緊急時の受け入れ・対応 

事前登録による緊急時対応等や、短期入所等を活用

しての常時の受け入れ態勢の確保を行う機能。 

※ 事前登録による緊急時対応については、「釧路市障が

い者地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録の手引

き」を参照のこと。 
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機能 内容 

④ 専門性の確保 
医療的ケアや行動障がいなどの専門的な対応がで

きる人材を養成・確保する機能。 

⑤ 地域の体制づくり 

（コーディネーター機能） 

地域に暮らす障がい者の様々なニーズに対応する

サービス提供体制の確保や、地域資源の連携体制の

構築等を行う機能。 

 

 

 

 

 

 

面的整備

釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業について

居住支援機能

■グループホームの

空き室情報の把握・提供

■住宅入居等支援事業

居住支援機能 と 5つの地域支援機能

地域の体制づくり
■コーディネーターを配置

（基幹相談支援センター）

・コーディネーターが

緊急時の対応・支援体制の

構築の際に助言等を行います

・自立支援協議会に事例等の

報告を行い、地域の体制づくりを主導します

緊急時の受け入れ・対応
■事前登録シートに基づく、地域定着支援

による緊急時対応や定員超過利用による

短期入所等での受け入れ

■訪問系サービス等による緊急時対応

■日中活動系サービス等による緊急時受け入れ など

体験の機会・場の提供
■グループホームの

体験利用

相談支援機能
■事前登録の相談

■事前登録シートの作成

5つの 地域支援機能
～地域で暮らす障がい者や家族を面的に支える～

専門性の確保
■基幹相談支援センターによる

研修会の実施

■医療的ケア児等

         研修

への参加

事 前 登 録 → 緊 急 時 対 応
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２．地域生活支援拠点等の機能を担う事業所について 

 

（１）拠点等機能事業所とは 

 

地域生活支援拠点等における居住支援機能や５つの地域支援機能（相談支援機能、体

験の機会・場の提供、緊急時の受け入れ・対応、専門性の確保、地域の体制づくり）を

担う事業所として釧路市が位置付けた事業所を、拠点等機能事業所といいます。 

 釧路市では、令和３年度から「釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業協力事業所」

として登録いただいた短期入所事業所を拠点等機能事業所に位置付けていますが、令和

６年度の報酬改定により、地域生活支援拠点等の機能の充実を図る加算の新設等があり、

釧路市障がい者自立支援協議会での報告等を踏まえて、拠点等機能事業所を拡充するこ

ととしました。 

まずは、緊急時の受け入れ・対応の機能を担う事業所を拠点等機能事業所に位置付け

ていくこととしておりますが、今後につきましても、釧路市障がい者自立支援協議会等

を活用し、拠点等機能事業所の在り方を検討していきます。 

 

 

（２）登録の手順 

 

① 事前協議 

 拠点等機能事業所への位置付け（登録）を希望する事業所は、市と以下の事項につい

て協議・確認し、当該加算を活用した整備の方向性を共有します。 

 

●協議・確認事項 

項目 内容 
 

(1) 拠点等機能事業

所の責務 

 

拠点等機能事業所は、実施する地域生活支援拠点等における機

能を十分に理解し、適切な支援に努めるとともに、次に掲げる

責務を果たす必要があります。 
 

① 釧路市、障がい者基幹相談支援センター、コーディネータ

ー（障がい者基幹相談支援センターに配置）、障害福祉サ

ービス事業所等、その他の保健医療サービス及び福祉サー

ビスを提供する者等との連携に努めること。 
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項目 内容 
  

② 障がい者や家族、関係機関から相談があった場合は、可能

な限り協力すること。 
 

③ 釧路市より、障がい者自立支援協議会への参画や地域生活

支援拠点等の整備に係る調査の回答等を求められた場合、

これに協力すること。 
 

④ 釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録に

よる緊急時対応の取り組みに協力すること。 
 

⑤ 障がい者及び家族等の権利の擁護に努めること。 
 

⑥ 拠点等機能事業所の職員又は職員であった者は、業務上知

り得た個人情報及び職務上知り得た秘密については、個人

情報の保護に関する法律、その他関係法令等を遵守し、適

正に取り扱うこと。 
 
 

 

(2) 対象事業所（算

定できる加算）

の確認 

 

拠点等機能事業所の対象は、次に掲げる事業所となります。 
 

① 地域生活支援拠点等で連携及び調整に従事する者（以下、

「連携担当者」という。）を配置する居宅介護事業所・重度

訪問介護事業所・同行援護事業所・行動援護事業所 

◎算定できる加算等：緊急時対応加算 

（地域生活支援拠点等の場合） 
 

② 連携担当者を配置する自立生活援助事業所 

◎算定できる加算等：緊急時支援加算Ⅰ 

（地域生活支援拠点等の場合） 
 

③ 連携担当者を配置する地域定着支援事業所 

◎算定できる加算等：緊急時支援費Ⅰ 

（地域生活支援拠点等の場合） 
 

④ 連携担当者を配置する短期入所事業所 

◎算定できる加算等：地域生活支援拠点等である場合の加算 

※ 短期入所事業所については、「釧路市障がい者地域生活支援拠点 

等事業に伴う事前登録による緊急時対応等に関する要綱」第 8 

条に規定する協力事業所の登録を兼ねるものとします。 
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項目 内容 
 

⑤ 連携担当者を配置する生活介護事業所・自立訓練事業所・就

労移行支援事業所・就労継続支援Ａ型事業所・就労継続支援

Ｂ型事業所 

◎算定できる加算等：緊急時受入加算 
 

 

(3) 実際に支援を行

う場合の連携方

法等 

 

加算を活用した支援を実施する場合の事業所の支援体制や関

係機関等との連携方法を提示する必要があります。 

 

(4) 整備状況の公表

に係る周知方法

等 

 

拠点等機能事業所であることの周知方法（事業所内掲示やホー

ムページ掲載など）を提示する必要があります。 

 

(5) その他、登録に

必要な事項 

 

その他、拠点等機能事業所の登録に関し、必要な事項について

協議・確認を行う必要があります。 

 

 

 

  『釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録による緊急時対応等に関する要綱』 

第８条に規定する協力事業所（短期入所事業所）とは 

 

⚫ 地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録者が、緊急事態の際に、満床の場合でも定員 

を超過して利用できるよう可能な限り協力する短期入所の事業所のことです。 
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② 届出 

(１)登録申請 

⚫ 事業所は、「釧路市地域生活支援拠点等機能事業所登録届出書（様式第１号）」

及び地域生活支援拠点等の機能を担う事業所であることを規定した運営規程

を市へ提出してください。なお、登録申請時の運営規程は、振興局に変更手

続きを行う前の変更案を提出していただきますが、振興局の変更手続き完了

後には、再度、変更後の運営規程を市に提出していただきます。 

⚫ 市は、届出書の受理後、内容を審査し、拠点等機能事業所の登録を決定した

場合は、「釧路市地域生活支援拠点等機能事業所登録決定通知書（様式第２号）」

を事業所に通知します。なお、登録を却下した場合は、「釧路市地域生活支援

拠点等機能事業所登録却下通知書（様式第３号）」を事業所に通知します。 

⚫ 市は、拠点等機能事業所の名称、所在地、連絡先及び実施する地域生活支援

拠点等の機能の内容等を釧路市ホームページにおいて公表します。 

 

(２)登録内容の変更 

⚫ 事業所は、登録内容に変更が生じた場合は、変更の日から１０日以内に「釧

路市地域生活支援拠点等機能事業所登録変更届出書（様式第４号）」を市へ提

出してください。 

 

(３)登録の廃止・休止・再開 

⚫ 事業所は、登録を廃止又は休止しようとするときはその１か月前までに「釧

路市地域生活支援拠点等機能事業所に係る廃止・休止・再開届出書（様式第

５号）」を市へ提出してください。 

⚫ 事業所は、登録を再開したときは再開した日から１０日以内に「釧路市地域

生活支援拠点等機能事業所に係る廃止・休止・再開届出書（様式第５号）」を

市へ提出してください。 

 

(４)振興局への届出 

⚫ 市より登録決定の通知を受けた後、振興局に対し、「変更届出書」「運営規程」

「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」を提出してください。 

⚫ 加算を取得しようとする前月の１５日までに提出する必要があります。 
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③ 運営規程の記載例 

登録申請時に、地域生活支援拠点等の機能を担う事業所であることを規定した運営規

程を提出する必要がありますので、下記の記載例を参考に運営規程を変更してください。 

 

 ●運営規程の記載例 

記載例 留意事項 
 

（地域生活支援拠点等の機能を担う事業所） 

第 条 事業所は、釧路市から「障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律」（平成 17年法律第 123号）に規

定する地域生活支援拠点等の機能を担う事業所として位置付け

られており、次の機能を担う。 

(1) 居住支援機能 

共同生活援助の空き情報等及び一般住宅への入居支援に係る

地域資源を活用した住まいの場の提供。 

(2) 相談支援機能 

釧路市障がい者基幹相談支援センター、委託相談支援事業、

特定相談支援及び一般相談支援を行う事業所が連携し、安全・

安心な地域生活の構築及び緊急時の受け入れ・対応方法の検

討を行う機能。 

(3) 体験の機会・場の提供 

地域移行の推進や親元からの自立にあたって、障害福祉サー

ビス（共同生活援助等）の体験利用の機会・場を提供する機

能。 

(4) 緊急時の受け入れ・対応 

事前登録による緊急時対応等や、短期入所等を活用しての常

時の受け入れ態勢の確保を行う機能。 

(5) 専門性の確保 

医療的ケアや行動障がいなどの専門的な対応ができる人材を

養成・確保する機能。 

(6) 地域の体制づくり 

地域に暮らす障がい者の様々なニーズに対応するサービス提

供体制の確保や、地域資源の連携体制の構築等を行う機能。 

 

(1)から(6)のう

ち少なくとも１

つの機能を運営

規程に位置付け

ること。 
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釧路市長あて

届出者

名称

代表者職・氏名

１

２

３

４

※１ 短期入所事業所については、「釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録による緊急時対

　　 応等に関する要綱」第８条に規定する協力事業所の登録も兼ねる。

添付書類：運営規程

　運営規程は、当該事業所が地域生活支援拠点等の機能を担う事業所であることが規定されたもので、振興局
等に変更手続きを行う前の案を提出すること。登録決定後は、振興局等に運営規程の変更手続きを行い、完了
後は速やかに変更後の運営規程を提出すること。

緊急時支援加算（費）
地域生活支援拠点等の場合

緊急時対応加算　地域生活支援拠点等の場合

対象のサービス
・生活介護・自立訓練・就労移行支援
・就労継続支援Ａ型、Ｂ型

対象のサービス
・短期入所（※１）

対象のサービス
・自立生活援助
・地域定着支援

対象のサービス
・居宅介護　・重度訪問介護
・同行援護　・行動援護

〒

釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業実施要綱第６条の規定に基づき、以下のとおり届け出ま
す。なお、同要綱第７条に規定する責務を果たすことを誓います。

 事業所の所在地

 ３　体験の機会・場の提供

様式第１号

年　　月　　日

釧路市地域生活支援拠点等機能事業所登録届出書

所在地

事業所の名称

緊急時受入加算

地域生活支援拠点等として短期入所を行った
場合の加算

サービス種類

市と地域生活支援拠点
等の機能を担うことに
ついて協議した日

年　 月　 日　
地域生活支援拠点等としての

   位置付け

事業所番号

事業所の電話番号

地域生活支援拠点等の機能
 １　居住支援機能  ４　緊急時の受け入れ・対応

 ２　相談支援機能  ５　専門性の確保

 ６　地域の体制づくり

当該届出により
算定する加算等

　※該当する番号に〇を
　　つけること。

※該当する番号に〇をつけること。

市町村及び地域生活支援拠点等との
連携及び調整に従事する者の氏名

※複数名いる場合は、各々の氏名を記載すること。

8

【届出様式】



　　年　　月　　日付けで届出のありました事業所の登録について、次の通り決定いたしま
したので、釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業実施要綱第６条の規定により、通知いた
します。

様式第２号
年　　月　　日

　様

釧路市長　　　　

釧路市地域生活支援拠点等機能事業所登録決定通知書

地域生活支援拠点等として
担う機能

（算定できる加算）

届出年月日 年　　　月　　　日

開始年月日 年　　　月　　　日

事業所の名称

事業所所在地

事業所連絡先

9



却下の理由

様式第３号
年　　月　　日

　様

釧路市長　　　　

釧路市地域生活支援拠点等機能事業所登録却下通知書

　　年　　月　　日付けで届出のありました事業所の登録について、次の通り却下といたし
ましたので、釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業実施要綱第６条の規定により、通知い
たします。

10



届出者 所在地

名称

代表者職・氏名

1

2

3

4

5

備考
１．該当項目番号に〇を付してください。
２．変更の日から１０日以内に届け出てください。

変更があった事項

変更年月日 年　　月　　日

市町村及び地域生活支援
拠点等との連携及び調整
に従事する者の氏名

事業所番号

事業所の電話番号

事業所の所在地

事業所の名称

〒〒

様式第４号

釧路市地域生活支援拠点等機能事業所登録変更届出書

年　　月　　日

釧路市長あて

登録した内容を変更しましたので、釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業実施要綱第６条の規
定に基づき、以下のとおり届け出ます。

変更の内容

（変更前） （変更後）
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届出者

備考
１．届出区分の該当項目に〇を付してください
２．廃止・休止の日の１ヶ月前までに届け出てください。
３．再開の日から１０日以内に届け出てください。

様式第５号

年　　月　　日

釧路市長あて

名称

所在地

年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

釧路市地域生活支援拠点等機能事業所に係る
廃止・休止・再開届出書

年　　月　　日

〒

廃止（休止・再開）しましたので、釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業実施要綱第６条の規定
に基づき、以下のとおり届け出ます。

代表者職・氏名

届出区分 １廃止　　　２休止　　　３再開

休止予定期間

廃止・休止した理由

廃止・休止・再開した
年月日

事業所の所在地

事業所の名称
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釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業実施要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この事業は、障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据え、障がい者が住み慣れた地域

で安心して暮らし続けられるよう、障がい者の生活を地域全体で支える仕組みの整備を図ることを目

的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための 

法律（平成 17年法律第 123号）」に基づく法令に定めるところによるものとする。 

 

（実施主体） 

第３条 この事業の実施主体は、釧路市とする。ただし、実施にあたっては、事業の全部または一部を、

釧路市障がい者基幹相談支援センターに委託して実施できるものとする。 

 

（対象者） 

第４条 この事業の対象者は、釧路市内に居住する障がい者とする。 

 

 (事業内容) 

第５条 釧路市障がい者自立支援協議会（以下、「協議会」という。）等を活用し、地域の事業者等が 

次に掲げる地域生活支援拠点等における機能を分担して地域に暮らす障がい者に面的な支援を行うこ 

ととし、地域の状況等を踏まえ、必要に応じ機能の充実を行うものとする。 

（1）居住支援機能 

共同生活援助の空き室情報等及び一般住宅への入居支援に係る地域資源を活用した住まいの場の 

提供 

（2）地域支援機能 

ア 相談支援機能 

   釧路市障がい者基幹相談支援センター、委託相談支援事業、特定相談支援及び一般相談支援を

行う事業所が連携し、安全・安心な地域生活の構築及び緊急時の受け入れ・対応方法の検討を行

う機能 

イ 体験の機会・場の提供 

地域移行の推進や親元からの自立にあたって、障害福祉サービス（共同生活援助等）の体験利用

の機会・場を提供する機能 

ウ 緊急時の受け入れ・対応（事前登録による緊急時対応等） 

事前登録による緊急時対応等や、短期入所等を活用しての常時の受け入れ態勢の確保を行う機

能 

エ 専門性の確保 

   医療的ケアや行動障がいなどの専門的な対応ができる人材を養成・確保する機能 

オ 地域の体制づくり（コーディネーター機能） 

   地域に暮らす障がい者の様々なニーズに対応するサービス提供体制の確保や、地域資源の連携 

体制の構築等を行う機能 
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（拠点等機能事業所の登録） 

第６条 前条に規定する地域生活支援拠点等における機能を担う事業所（以下、「拠点等機能事業

所」という。）の登録を受けようとする事業者等（以下、「届出者」という。）は、釧路市地域生

活支援拠点等機能事業所登録届出書（様式第１号）に、地域生活支援拠点等における機能を担う事

業所であることを規定した運営規程の写しを添付して市長に届出しなければならない。 

２ 市長は、前項の届出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、登録することと決定したとき

は、釧路市地域生活支援拠点等機能事業所登録決定通知書（様式第２号）により届出者に通知し、

登録しないことと決定したときは、釧路市地域生活支援拠点等機能事業所登録却下通知書（様式第

３号）を届出者に通知するものとする。 

３ 市長は、拠点等機能事業所について、当該事業所の名称、所在地、連絡先及び実施する地域生活

支援拠点等における機能の内容等を公表するものとする。 

４ 拠点等機能事業所は、当該登録の内容に変更が生じたときは、変更の日から１０日以内に、釧路

市地域生活支援拠点等機能事業所登録変更届出書（様式第４号）により、市長に届出しなければな

らない。 

５ 拠点等機能事業所は、当該登録を廃止又は休止しようとするときは、その１か月前までに、再開

したときは再開した日から１０日以内に、釧路市地域生活支援拠点等機能事業所に係る廃止・休

止・再開届出書（様式第５号）により、市長に届出しなければならない。 

 

（拠点等機能事業所の責務） 

第７条 拠点等機能事業所は、実施する地域生活支援拠点等における機能を十分に理解し、適切な支

援に努めるとともに、次の各号に掲げる責務を果たさなければならない。 

（1）釧路市、障がい者基幹相談支援センター、コーディネーター、障害福祉サービス事業所等、その 

他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者等との連携に努めなければならない。 

(2) 障がい者や家族、関係機関から相談があった場合は、可能な限り協力しなければならない。 

（3）釧路市より協議会への参画や地域生活支援拠点等の整備に係る調査の回答等を求められた場合、 

これに協力しなければならない。 

（4）釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録による緊急時対応等の取り組みに協力し 

なければならない。 

（5）障がい者及び介護者等の権利の擁護に努めなければならない。 

（6）拠点等機能事業所の職員又は職員であった者は、業務上知り得た個人情報及び職務上知り得た秘 

密については、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）その他関係法令等を遵守 

し、適正に取り扱わなければならない。 

 

（事前登録による緊急時対応等） 

第８条 事前登録による緊急時対応等については、「釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う

事前登録による緊急時対応等に関する要綱」に定めるものとする。 

 

（事業の推進） 

第９条 事業の推進に当たっては、協議会において協議を行うものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第 10条 この事業の関係者又は関係者であった者は、業務上知り得た個人情報及び職務上知り得た秘 

密については、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）その他関係法令等を遵守 
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し、適正に取り扱わなければならない。 

２ 個人情報の取り扱いについては、プライバシー保護の観点から特に慎重に扱うものとする。 

 

（補則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、この事業に関し必要な事項は釧路市長が別に定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１．この要綱は、令和３年１月２５日より施行する。 

附則 

（施行期日） 

１．この要綱は、令和７年１月６日より施行する。 
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釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録による緊急時対応等に関する要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録による緊急時対応等

（以下、「事前登録対応等」）について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（事前登録の対象） 

第２条 事前登録の対象者は、次の各号に掲げる者とする。 

（1）釧路市内の居宅において、単身であるため緊急時の支援が見込めない状況にある重度の障がい者 

（2）釧路市内の居宅において、家族と同居していても当該家族の障がい・疾病等のため緊急時の支援が

見込めない状況にある重度の障がい者 

（3）前号に準ずる者で釧路市長が必要と認めたもの。 

２ 事前登録する緊急時及び受け入れ・対応については、以下のとおりとする。 

（1）緊急時 次に掲げる理由により地域での生活が一時的に困難となり支援を必要とする時 

   ①障がい者本人の障がい特性 

②障がい者本人の高齢化・重度化 

   ③介護者の病気・死亡等 

（2）緊急時の対応方法 障害福祉サービスにおける地域定着支援を活用 

（3）緊急時の対応範囲 地域定着支援で対応可能な範囲 

（4）緊急時の受け入れ方法 短期入所などの障害福祉サービスやその他の地域資源 

 

（登録相談及び事前登録対応等の検討） 

第３条 事前登録対応等を希望する障がい者（以下、「登録希望者」という。）は、特定相談支援事

業所またはコーディネーターに登録相談をするものとする。 

２ 特定相談支援事業所及びコーディネーターは、登録希望者から生活状況や障がい状況の聞き取り

を行い、事前登録の対象であるか確認する。対象でない場合については、登録希望者の同意を得たう

えで釧路市障がい者基幹相談支援センターへ情報を提供するものとする。 

３ 特定相談支援事業所及びコーディネーターは、釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う事

前登録シート（以下、「事前登録シート」という。）を用い、登録希望者とともに次の各号について

検討する。 

（1）安全・安心な地域生活の構築 

（2）事前登録対応等の内容 

   ①具体的な緊急時の事例、頻度等 

   ②対応（障がい者等と緊急時の連絡を行う）方法 

   ③受け入れ（障がい者の緊急時の支援を行う）方法 

４ 特定相談支援事業所は検討した事前登録対応等の内容について調整を行う。 

５ コーディネーターは事前登録対応等の検討・調整が完了した場合は、登録希望者に対し事前登録

の申請及び障害福祉サービスの申請を促すものとする。 

６ 事前登録対応等の内容について調整ができなかった場合については、登録希望者の同意を得たう

えで釧路市障がい者基幹相談支援センターへ情報を提供するものとする。 

 

（事前登録シートの作成） 

第４条 特定相談支援事業所は、検討・調整が完了した事前登録対応等及びその他の事項を記載した

釧路市障がい者地域生活支援拠点等事業に伴う事前登録シート（以下、「事前登録シート」とい

う。）を作成し、登録希望者、コーディネーター、地域定着支援及び受け入れ先に確認を得た上で

市長に提出する。また、事前登録シートの内容に変更があったときには事前登録シートを再作成

し、市長に提出しなければならない。 
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（事前登録） 

第５条 コーディネーターから事前登録申請を促された登録希望者は、釧路市障がい者地域生活支援

拠点等事業に伴う事前登録申請書（以下、「事前登録申請書」という。）を市長に提出する。 

２ 市長は、事前登録申請書と特定相談支援事業所より提出された事前登録シートの内容を確認し、

期間を定めた上で登録し、登録内容を事前登録者、コーディネーター、特定相談支援事業所、地域

定着支援及び受け入れ先に通知するものとする。また、事前登録の内容が変更になった場合も同様

とする。 

３ 登録を廃止しようとするときは、事前登録者は速やかに市長に廃止の届出をしなければならな

い。 

４ 市長は、廃止の届出及び事前登録シートの再提出がなされたときは、コーディネーター、特定相

談支援事業所、地域定着支援及び受け入れ先にその旨を通知するものとする。 

 

（事前登録対応等及び報告） 

第６条 事前登録者は事前登録シートで想定された緊急時の際は、地域定着支援に連絡を行い、地域定

着支援及び受け入れ先は事前登録対応及び受け入れを行う。 

２ 受け入れ先は事前登録受け入れ後の翌平日以降に、特定相談支援事業所に報告を行うものとする。 

 

（ケア会議開催） 

第７条 特定相談支援事業所は、事前登録シートの変更の必要性等についてコーディネーターと協議

し、再作成が必要となった場合は、事前登録対応後おおむね７日以内に支援関係者を招集し、事前

登録対応等の再検討を行う。 

 

（協力事業所登録） 

第８条 緊急時の支援を定員超過利用で行う短期入所事業所については、あらかじめ協力事業所登録を

行わなければならない。 

２ 協力事業所は、緊急時の支援の調整の際に、短期入所利用の協力依頼があった場合は、体験的な短

期入所利用など必要な調整をした上で可能な限り協力するものとする。 

 

（緊急時の短期入所の定員超過利用） 

第９条 協力事業所は、必要時に短期入所の定員超過利用を行うことで常時の支援体制の確保につと

める。 

２ 短期入所事業所における緊急時の対応等を定員超過利用で行う場合の日数は、原則７日以内と

し、特段の理由のある場合は１４日以内とする。 

 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は釧路市長が別に定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１．この要綱は、令和３年１月２５日より施行する。 
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